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１．組織の概況 

（１）組織の名称等  石川県中小企業共済協同組合 

 

（２）事務所の所在地 

   〒920－8203 石川県金沢市鞍月２丁目２０番地  

           石川県地場産業振興センター新館３階 

 

（３）組合員数（令和４年３月３１日現在） ２，７７２名 

 

（４）組織機構図（令和４年３月３１日現在）   
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（５）役員（令和４年３月３１日現在） 

役  職 氏  名 役  職 氏  名 

理 事 長 田上 好道 監  事 道口 政昭 

副理事長 長基 健司 監  事 古玉 栄治 

副理事長 沢田  隆 監  事 西井 克己 

専務理事 尾崎 良一   

理  事 小野島政孝   

理  事 北村 達也   

理  事 寺岡 才治   

理  事 杉木  勉   

理  事 高木 作之   

理  事 普赤 清幸   

理  事 中村  明 

理  事 清水廉太郎 

理  事 北野ゆかり 

 

 

 

２．事業の概況 

（１）主要な業務 

組合員の相互扶助の精神に基づいて、組合員のために必要な共済事業を行い、もっ

て組合員の自主的な経済活動を促進し、かつ、その経済的地位の向上を図ることを目

的として、以下の事業を行っています。 

①組合員のためにする火災共済事業 

②組合員のためにする①以外の共済事業 

③組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普

及を図るための教育及び情報の提供 

④組合員のための調査及び研究 

⑤組合員の福利厚生に関する事業 

⑥上記①～⑤の事業に附帯する事業 

 

（２）令和３年度における事業の概況 

  ①火災共済事業（全日本火災共済協同組合連合会との共同元受事業） 

   平成 27 年４月から取扱いを開始した火災共済事業の加入事績は、ありませんで

した。 
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  ②その他共済事業 

   当年度における火災共済事業以外の共済事業は、共済掛金が 83,400 千円、共済

金が 20,686 千円であり、損害率は 24.8％となりました。 

   なお、種類別の概況は以下のとおりです。 

 

ア．傷害共済事業 

   令和３年度末における傷害共済は、被共済者数がⅠ型 1,735 名、Ⅱ型 2,276 名、

Ⅲ型 130 名、Ⅳ型 108 名、ファミリー型 238 名の合計 4,487 名となりました。 

収入共済掛金は 82,932 千円、支払共済金は 20,686 千円で、損害率は 24.9％と

なりました。 
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  イ．自動車事故費用共済事業 

   令和３年度末における自動車事故費用共済は、被共済車数が 64 台となりました。 

   収入共済掛金は 468 千円、支払共済金は０円でした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）主要な業務の状況を示す指標                  （単位：円） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

経常収益 118,469,788 121,420,995 121,205,723 117,270,417 112,932,739 

経常利益 △203,671 9,685,186 15,171,159 18,845,209 20,177,321 

当期純利益 △814,671 6,438,086 8,573,259 12,313,509 13,401,121 

出資金 12,561,000 12,579,000 12,536,000 12,444,000 12,427,000 

出資口数（口） 12,561 12,579 12,536 12,444 12,427 

純資産額 62,202,837 68,618,923 76,789,182 88,290,691 100,624,812 

総資産額 161,190,987 169,867,641 183,971,153 197,416,261 206,019,217 

責任準備金残高 72,190,875 74,547,000 82,769,315 85,884,974 93,365,373 

貸付金残高 0 0 0 0 0 

有価証券残高 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 

支払余力（ソルベンシー・

マージン）比率（％） 
1622.4 1676.8 1844.9 2148.1 2344.1 

剰余金の
配当の金
額 

出資配当金  0 0 0 0 0 

利用分量配当

金  
0 0 0 0 0 

職員数（人） 0 0 0 0 0 

正味収入共済掛金 85,688,485 87,799,871 86,454,307 81,301,358 77,364,627 

組合員以外の者の共済事業

の利用の割合（％） 
9.0 8.5 8.1 7.7 7.2 

※上記の正味収入共済掛金とは、（共済掛金＋再共済収入）－（解約返戻金＋再共済料）

の計算式から算出しました。 
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（４）支払余力（ソルベンシー・マージン）比率 

令和３年度の本組合の支払余力（ソルベンシー・マージン）比率は、2,344.1％とな

りました。 

（単位：円、％） 

区  分 令和２年度 令和３年度 

（Ａ）支払余力（ソルベンシー・マージン）総額 159,790,691 174,314,812 

純資産の部合計 

（組合外流失予定額、繰延資産等を除く） 
88,290,691 100,624,812 

異常危険準備金 71,500,000 73,690,000 

一般貸倒引当金 0 0 

その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 0 0 

土地の含み損益 0 0 

その他 0 0 

（Ｂ）リスクの合計額 

√｛Ｒ１
２＋（Ｒ３＋Ｒ４）

２｝＋Ｒ２＋Ｒ５ 
14,877,290 14,872,538 

一般共済リスク（Ｒ１） 14,546,592 14,307,702 

巨大災害リスク（Ｒ２） 0 0 

予定利率リスク（Ｒ３） 0 0 

財産運用リスク（Ｒ４） 823,564 2,561,341 

経営管理リスク（Ｒ５） 307,403 337,381 

（Ｃ）支払余力（ソルベンシー・マージン）比率 

［（Ａ）／｛（Ｂ）× 1/2｝］×100 
2,148.1 2,344.1 

※上記の金額および数値は、中小企業等協同組合法施行規則第 165 条および第 166 条ならびに中
小企業等協同組合法施行規程に基づいて算出しました。 

 表内の数値は、保険会社のソルベンシー・マージン比率と単純に比較することはできません。 

 

（５）組合員以外の者の共済事業の利用の割合 

  ①員外利用率 

令和２年度 令和３年度 

7.7％ 7.2％ 

    

   員外利用率の算出方法                    （単位：円） 

契約者別 
区 分 

契約者が組合員の
共済掛金額 

（A） 

契約者が左記以外
の者の共済掛金額 

（B） 

員外利用率(％) 
（ (B）÷(A) ） 

①傷害共済 77,345,000 5,587,000 7.2％ 

②自動車事故費用共済 454,875 13,500 3.0％ 

合計 77,799,875 5,600,500 7.2％ 
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３．コンプライアンス・リスク管理の取り組み 

（１）リスク管理の体制 

  本組合は、共済事業の健全な運営を確保するために、各種リスクを把握し、適切な

リスク管理に努めています。 

  共済事業におけるリスクとして、共済引受リスク（経済情勢や共済事故の発生率等

が共済掛金設定時の予測に反して変動することにより損失を被るリスク）、資産運用

リスク（金利の変動や預金先、または債権の発行体の財務状況の悪化等により、保有

する資産の価値が変動することによって損失を被るリスク）および事務リスク（役職

員等が正確な事務を怠ったり、不正等を起こしたりすることにより損失を被るリス

ク）等があります。 

  ①共済引受リスク 

   共済引受リスクについては、共済契約準備金の積立て、自己資本状況など、あら

ゆる面からリスクを把握し、事業の安定性を十分考慮し管理しています。また、全

日本火災共済協同組合連合会などに再共済を付すことにより、危険分散措置を図っ

ています。 

  ②資産運用リスク 

   資産運用リスクについては、中小企業等協同組合法等の法令に従い、資金の性格

や負債の特性に応じて、安全性、収益性および流動性に留意し、健全な資産運用に

努めています。 

（２）コンプライアンス（法令等遵守）の体制 

  コンプライアンスは、公共性の高い共済事業においては、特に重視すべき事項であ

り、本組合では共済事業の健全かつ適切な運営および公平・公正な共済の普及推進を

行うことにより、組合員・共済契約者の皆さまの保護を図るため、全役職員等が自己

責任原則に基づき、各種法令、定款および社会規範等を厳格に遵守することに取り組

んでいます。また、上部組織である全日本火災共済協同組合連合会とも連携を密にし、

各種法令に対応し事業を遂行しております。 

（３）組合員以外の者が共済事業を利用することにおける管理の体制 

  本組合では、毎年１回以上、組合員と組合員以外の者との利用割合（員外利用率）

を算出し、共済事業における員外利用制限を遵守するための措置を図っております。

員外利用率が法律に定められた限度を超えるおそれがある場合、または超えた場合に

は、代理所と共に是正していく適正な管理体制を強化することとしております。 

（４）勧誘方針 

  本組合では、適正な共済契約の募集態勢を確立するため、法第９条の７の５第２項

において準用する保険業法第３００条に掲げる行為等を遵守するため、職員会議等を

通じて、適正な共済契約の募集を行っております。 
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４．その他の取り組み 

（１）金融ＡＤＲ制度への対応 

  平成 22 年 10 月 1日から金融ＡＤＲ法が施行されたことに伴い、全日本火災共済協

同組合連合会は紛争解決機関として、一般社団法人日本共済協会と利用契約を締結し、

自動車事故賠償に関わる紛争については公益財団法人交通事故紛争処理センターお

よび公益財団法人日弁連交通事故相談センターとそれぞれ利用契約を締結しており

ます。 

当組合では全日本火災共済協同組合連合会の会員として、同連合会との連携体制を

構築し、ご利用の皆様からのご意見・苦情に迅速かつ適切な対応ができるよう組織体

制を整備しております。 

 

◎紛争解決機関 

  一般社団法人日本共済協会 

  ０３－５３６８－５７５７ 

 

◎自動車事故賠償に関わる紛争について 

  公益財団法人交通事故紛争処理センター 

  公益財団法人日弁連交通事故相談センター 

 

◎ご相談・苦情の受付先 

  ・石川県中小企業共済協同組合 

    ０７６－２６８－７３００ 

  ・全日本火災共済協同組合連合会 火災共済相談受付センター 

    ０１２０－５６２６３０ 

  ・全日本火災共済協同組合連合会 中小企業共済相談受付センター 

    ０１２０－５１１０７７ 

 

 

◎苦情対応の態勢 

 

 

 

 

 

 

 

 

紛争解決機関 全日本火災共済協同組合連合会 本組合 
理事/監事 

石川県中小企業共済協同組合 

本組合 
「審査委員会」 

組合員・利用者等 

苦
情
・
紛
争
解
決
申
立 

相
談
・
協
議 

報
告
・
連
絡 

受付 

紛争解決 

紛争解決 

受付 情
報
提
供 

指示 
調査 

報告 
連絡 

報告 
連絡 

指示 
調査 

情報提供 

結果報告 

対応 受付 
 
苦情 

対応 
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R3.4.1 R4.3.31

被共済者 新規加入 脱　退 失　効 年齢超過 代理所異動 計 被共済者
① ② ③ ④ ⑤ (① ～ ⑤ )

能 美 市 492 29 △ 37 △ 1 △ 2 0 △ 11 481

山 中 193 12 △ 5 △ 4 △ 3 0 0 193

川 北 町 180 15 △ 17 0 △ 2 0 △ 4 176

美 川 137 2 △ 9 0 △ 1 0 △ 8 129

鶴 来 397 23 △ 15 △ 4 △ 2 0 2 399

白 山 127 11 △ 6 △ 1 0 0 4 131

野 々 市 市 212 7 △ 12 △ 4 △ 7 0 △ 16 196

か ほ く 市 340 14 △ 25 0 △ 10 1 △ 20 320

森 本 149 4 △ 3 0 △ 2 1 0 149

津 幡 町 141 14 △ 4 0 △ 3 △ 1 6 147

内 灘 町 187 14 △ 10 △ 3 △ 1 0 0 187

羽 咋 市 239 10 △ 19 0 △ 5 0 △ 14 225

富 来 126 4 0 0 △ 2 △ 1 1 127

志 賀 町 106 3 △ 8 0 △ 1 1 △ 5 101

宝達志水町 288 13 △ 16 0 △ 1 0 △ 4 284

能 登 鹿 北 280 21 △ 16 △ 6 △ 10 △ 2 △ 13 267

中 能 登 町 303 7 △ 25 0 △ 1 2 △ 17 286

門 前 町 133 4 △ 7 △ 2 △ 1 0 △ 6 127

穴 水 町 183 39 △ 9 △ 1 △ 4 0 25 208

能 登 町 268 12 △ 13 △ 4 △ 3 0 △ 8 260

商工会連合会 34 0 △ 1 0 △ 1 △ 1 △ 3 31

小 計 4,515 258 △ 257 △ 30 △ 62 0 △ 91 4,424

そ の 他 65 1 △ 2 0 △ 1 0 △ 2 63

合 計 4,580 259 △ 259 △ 30 △ 63 0 △ 93 4,487

取扱団体

商
　
工
　
会

傷害共済 令和３年度加入推進状況表

年 間 増 減 数

(単位：人)
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（単位：人）

契約者数 被共済者数 契約者数 被共済者数

能 美 市 96 186 金 沢

山 中 19 27 小 松

川 北 町 14 104 七 尾

美 川 16 42 輪 島

鶴 来 56 112 珠 洲

白 山 19 59 加 賀

野 々 市 市 45 83 白 山 3 11

か ほ く 市 61 104 金 沢 6 7

森 本 46 74 の と 共 栄 9 15

津 幡 町 34 100 は く さ ん 4 6

内 灘 町 60 105 興 能 11 14

羽 咋 市 30 73

富 来 50 71

志 賀 町 26 40

宝達志水町 37 84 858 1,682

能 登 鹿 北 59 96 3 11

中 能 登 町 39 76 30 42

門 前 町 11 19 0 0

穴 水 町 57 93

能 登 町 61 112 891 1,735

商工会連合会 22 22

信
　
用
　
金
　
庫

組
合

商 工 会 計

商
　
　
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
　
　
会

組 合 計

総 合 計

信 用 金 庫 計

傷害共済Ⅰ型　加入現況表

（令和４年３月３１日現在）

取扱団体 取扱団体

商 工 会 議 所 計

商
　
工
　
会
　
議
　
所
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（単位：人）

契約者数 被共済者数 契約者数 被共済者数

能 美 市 97 191 金 沢

山 中 65 141 小 松

川 北 町 6 68 七 尾

美 川 38 82 輪 島

鶴 来 51 254 珠 洲

白 山 13 49 加 賀

野 々 市 市 32 104 白 山

か ほ く 市 68 159 金 沢

森 本 32 55 の と 共 栄 7 10

津 幡 町 12 35 は く さ ん

内 灘 町 31 66 興 能

羽 咋 市 51 132

富 来 35 47

志 賀 町 8 55

宝達志水町 79 188 922 2,266

能 登 鹿 北 60 115 0 0

中 能 登 町 95 177 7 10

門 前 町 36 106 0 0

穴 水 町 51 109

能 登 町 59 128 929 2,276

商工会連合会 3 5

傷害共済Ⅱ型　加入現況表

（令和４年３月３１日現在）

取扱団体 取扱団体

総 合 計

信 用 金 庫 計

商 工 会 議 所 計

商
　
工
　
会
　
議
　
所

信
　
用
　
金
　
庫

組
合

商 工 会 計

商
　
　
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
　
　
会

組 合 計

10



（単位：人）

契約者数 被共済者数 契約者数 被共済者数

能 美 市 14 34 金 沢

山 中 3 3 小 松

川 北 町 七 尾

美 川 1 1 輪 島

鶴 来 1 10 珠 洲

白 山 1 1 加 賀

野 々 市 市 2 2 白 山

か ほ く 市 6 6 金 沢

森 本 2 3 の と 共 栄

津 幡 町 2 2 は く さ ん

内 灘 町 3 4 興 能

羽 咋 市 5 10

富 来 1 1

志 賀 町 2 2

宝達志水町 2 3 76 130

能 登 鹿 北 17 24 0 0

中 能 登 町 3 3 0 0

門 前 町 1 1 0 0

穴 水 町 4 5

能 登 町 5 14 76 130

商工会連合会 1 1

傷害共済Ⅲ型　加入現況表

（令和４年３月３１日現在）

取扱団体 取扱団体

総 合 計

信 用 金 庫 計

商 工 会 議 所 計

商
　
工
　
会
　
議
　
所

信
　
用
　
金
　
庫

組
合

商 工 会 計

商
　
　
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
　
　
会

組 合 計
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（単位：人）

契約者数 被共済者数 契約者数 被共済者数

能 美 市 5 39 金 沢

山 中 小 松

川 北 町 七 尾

美 川 輪 島

鶴 来 1 1 珠 洲

白 山 加 賀

野 々 市 市 1 1 白 山

か ほ く 市 3 31 金 沢

森 本 2 15 の と 共 栄

津 幡 町 は く さ ん

内 灘 町 1 2 興 能

羽 咋 市 2 2

富 来

志 賀 町

宝達志水町 2 3 28 108

能 登 鹿 北 5 7 0 0

中 能 登 町 3 4 0 0

門 前 町 0 0

穴 水 町

能 登 町 2 2 28 108

商工会連合会 1 1

商 工 会 議 所 計

商
　
工
　
会
　
議
　
所

信
　
用
　
金
　
庫

組
合

商 工 会 計

商
　
　
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
　
　
会

組 合 計

傷害共済Ⅳ型　加入現況表

（令和４年３月３１日現在）

取扱団体 取扱団体

総 合 計

信 用 金 庫 計

12



（単位：人）

契約者数 被共済者数 契約者数 被共済者数

能 美 市 29 31 金 沢

山 中 22 22 小 松

川 北 町 4 4 七 尾

美 川 4 4 輪 島

鶴 来 22 22 珠 洲

白 山 18 22 加 賀

野 々 市 市 6 6 白 山

か ほ く 市 20 20 金 沢

森 本 2 2 の と 共 栄

津 幡 町 10 10 は く さ ん

内 灘 町 10 10 興 能

羽 咋 市 7 8

富 来 8 8

志 賀 町 4 4

宝達志水町 6 6 231 238

能 登 鹿 北 25 25 0 0

中 能 登 町 26 26 0 0

門 前 町 1 1 0 0

穴 水 町 1 1

能 登 町 4 4 231 238

商工会連合会 2 2

商 工 会 議 所 計

商
　
工
　
会
　
議
　
所

信
　
用
　
金
　
庫

組
合

商 工 会 計

商
　
　
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
　
　
会

組 合 計

傷害共済ファミリー型　加入現況表

（令和４年３月３１日現在）

取扱団体 取扱団体

総 合 計

信 用 金 庫 計
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（単位：人・台）

契約者数 被共済車数 契約者数 被共済車数

能 美 市 3 7 金 沢

山 中 小 松

川 北 町 七 尾

美 川 輪 島

鶴 来 1 1 珠 洲

白 山 1 1 加 賀

野 々 市 市 1 1 白 山

か ほ く 市 1 1 金 沢

森 本 2 3 の と 共 栄 2 2

津 幡 町 は く さ ん 4 4

内 灘 町 興 能 4 4

羽 咋 市 2 7

富 来 1 1

志 賀 町 2 2

宝達志水町 3 5 30 54

能 登 鹿 北 5 9 0 0

中 能 登 町 2 3 10 10

門 前 町 1 1 0 0

穴 水 町

能 登 町 3 4 40 64

商工会連合会 2 8

自動車事故費用共済加入現況表

（令和４年３月３１日現在）

取扱団体 取扱団体

総 合 計

信 用 金 庫 計

商 工 会 議 所 計

商
　
工
　
会
　
議
　
所

信
　
用
　
金
　
庫

組
合

商 工 会 計

商
　
　
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
　
　
会

組 合 計

14



６.財務諸表

令和２年度 令和３年度
(令和3年3月31日現在) (令和4年3月31日現在)

現金及び預金 193,340,199 201,043,255 7,703,056 4.0
　　　現　金 0 0 0
　　　銀行預金 1,745,510 463,000 △ 1,282,510 △ 73.5
　　　商工中金預金 114,850,708 114,851,624 916 0.0
      信用金庫預金 76,743,981 85,728,631 8,984,650 11.7

有価証券 2,000,000 2,000,000 0 0.0

　　　国債 0 0 0

　　　地方債 0 0 0
　　　社債 0 0 0
　　　株式 2,000,000 2,000,000 0 0.0

未収共済掛金 0 0 0

代理所貸 7,000 9,000 2,000 28.6

再共済貸 133,800 261,650 127,850 95.6

未収入金 0 0 0

仮払金 0 0 0

関係団体出資金 1,800,000 1,800,000 0 0.0
　　　全日本火災共済協同組合連合会 1,800,000 1,800,000 0 0.0

不動産及び動産 135,262 105,123 △ 30,139 △ 22.3
　　　土地 0 0 0
　　　建物 0 0 0
　　　備品その他 135,262 105,123 △ 30,139 △ 22.3

ソフトウェア開発費 0 797,189 797,189

未達出資金 0 3,000 3,000

合　　　計 197,416,261 206,019,217 8,602,956 4.4

共済契約準備金 97,213,777 93,365,373 △ 3,848,404 △ 4.0
　　　支払準備金 11,328,803 9,615,098 △ 1,713,705 △ 15.1
　　　責任準備金 85,884,974 83,750,275 △ 2,134,699 △ 2.5
　　　（内 異常危険準備金） (71,500,000) (73,690,000) ― ―

未払金 412,321 344,695 △ 67,626 △ 16.4

借入金 0 0 0

代理所借 4,885,272 4,857,137 △ 28,135 △ 0.6

再共済借 0 0 0 －

仮受金 0 0 0

諸預り金 82,500 51,000 △ 31,500 △ 38.2

未払法人税等 6,531,700 6,776,200 244,500 3.7

退職給与引当金 0 0 0

合　　　計 109,125,570 105,394,405 △ 3,731,165 △ 3.4

出資金 12,444,000 12,427,000 △ 17,000 △ 0.1

利益準備金 20,000,000 20,000,000 0 0.0

特別積立金 35,000,000 45,000,000 10,000,000 28.6

役員及び職員退職手当積立金 0 0 0

当期未処分剰余金 20,846,691 23,197,812 2,351,121 11.3
　　　当期純利益金（※） 12,313,509 13,401,121 1,087,612 8.8
　　　前期繰越剰余金 8,533,182 9,796,691 1,263,509 14.8

合　　　計 88,290,691 100,624,812 12,334,121 14.0
（※）マイナスの場合は、損失金

（１）貸　借　対　照　表

純
資
産
の
部

科　　　目 増減額 前年度比

資

産

の

部

負

債

の

部

（単位：円、％）
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現金及び預金

201,043,255

その他

4,975,962資産の内訳

(Ｒ３年度末)

共済契約準備金

93,365,373 

その他

7,171,895 

代理所借

4,857,137 
負債の内訳

(Ｒ３年度末)
（金額単位：円）

出資金 12,427,000 

利益準備金

20,000,000 

特別積立金

45,000,000 

当期末未処分剰余

金 23,197,812 

純資産の内訳

(Ｒ３年度末)
（金額単位：円）

（金額単位：円）

共済契約準備金とは、将
来、支払の発生が予想さ
れる準備金を積み立てて
置くこと。
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令和２年度 令和３年度
自　令和 2年4月 1日 自　令和 3年4月 1日
至　令和 3年3月31日 至　令和 4年3月31日

事業収益 117,199,223 112,868,352 △ 4,330,871 △ 3.7
　　　共済掛金 86,263,125 83,400,375 △ 2,862,750 △ 3.3
　　　再共済収入 4,348,750 2,704,200 △ 1,644,550 △ 37.8
　　　共済金戻入 0 0 0

　　　支払準備金戻入 12,258,033 11,328,803 △ 929,230 △ 7.6
　　　責任準備金戻入 13,609,315 14,384,974 775,659 5.7
　　　（内 異常危険準備金戻入） (0) (0) 0

　　　教育情報費用繰越金戻入 720,000 1,050,000 330,000 45.8
　　　退職給与引当金戻入 0 0 0

事業外収益 71,194 64,387 △ 6,807 △ 9.6
　　　利息および配当金収入 71,194 62,387 △ 8,807 △ 12.4
　　　有価証券償還益 0 0 0

　　　雑収入 0 2,000 2,000

事業費用 98,425,208 92,755,418 △ 5,669,790 △ 5.8
　　  共済金 20,117,100 20,686,400 569,300 2.8
　    解約返戻金 0 0 0

　    その他返戻金 0 0 0

　　　再共済料 9,310,517 8,739,948 △ 570,569 △ 6.1
　　　再共済金割戻し 0 0 0

　　　事業費 40,868,976 41,155,434 286,458 0.7
　　　諸税負担金 14,561 264,613 250,052 1717.3
　　　減価償却費 60,277 43,650 △ 16,627

　　　退職給与引当金繰入 0 0 0

　　　支払準備金繰入 11,328,803 9,615,098 △ 1,713,705 △ 15.1
　　　責任準備金繰入 16,724,974 12,250,275 △ 4,474,699 △ 26.8
　　　（内 異常危険準備金繰入） (2,340,000) (2,190,000)

事業外費用 0 0 0

　　　支払利息 0 0 0

　　　有価証券償還損 0 0 0

　　　雑支出 0 0 0

経常利益 18,845,209 20,177,321 1,332,112 7.1
特別利益 0 0 0

特別損失 0 0 0

税引前当期純利益金額 18,845,209 20,177,321 1,332,112 7.1
法人税等 6,531,700 6,776,200 244,500 3.7
当期純利益金額（※） 12,313,509 13,401,121 1,087,612 8.8

科　　　目 令和２年度 令和３年度
当期未処分剰余金 20,846,691 23,197,812
　当期純利益金（※） 12,313,509 13,401,121
　前期繰越剰余金 8,533,182 9,796,691
剰余金処分額 11,050,000 11,160,000
　利益準備金 0 0
  教育情報費用繰越金 1,050,000 1,160,000
　特別積立金 10,000,000 10,000,000
次期繰越剰余金 9,796,691 12,037,812
（※）マイナスの場合は、損失金

（３）剰　余　金　処　理
（単位：円）

（２）損　益　計　算　書

科　　　目 増減額 前年度比

（単位：円、％）
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7.資産運用諸表

金　額 構成比 構成比
193,340,199 98.1% 98.1%

有価証券 2,000,000 1.0% 1.0%
国債 0 0.0% 0.0%
地方債 0 0.0% 0.0%
社債 0 0.0% 0.0%
株式 2,000,000 1.0% 1.0%

0 0.0% 0.0%
1,800,000 0.9% 0.9%

197,140,199 100.0% 100.0%

令和２年度 前年度比
193,340,199 0.04

0
0

有価証券 2,000,000 0.00
国債 0
地方債 0
社債 0
株式 2,000,000 0.00

0
1,800,000 0.00

197,140,199 0.04

平均残高 運用利回り 運用利回り

181,498,827 － －
普通預金 68,146,327 0.00% 0.00%
定期預金 113,352,500 0.01% 0.00%

0 0.00% 0.00%
0 0.00% 0.00%

有価証券 2,000,000 ─ ─
国債 0 0.00% 0.00%
地方債 0 0.00% 0.00%
社債 0 0.00% 0.00%
株式 2,000,000 2.39% 2.39%

0 0.00% 0.00%
1,800,000 0.00% 0.00%

185,298,827 ─ ─
※平均残高は各月末金額を１２で除した。

令和２年度
71,194

0
0
0
0
0

71,194

有価証券償還益
その他運用収益 0

62,387

（単位：円）

貸付金

合　　　計

区　分
利息および配当金
金銭の信託運用益
有価証券運用益
有価証券売却益

令和３年度
62,387

0
0
0
0

1,800,000

195,841,057

令和３年度
（単位：円）

出資金

合　　　計

平均残高
192,041,057

0

令和２年度

（４）財産運用収益明細

預金

金銭の信託
金銭債権

区　分

7,703,056

（３）運用資産種類別平均残高および運用利回り(税引後）

2,000,000

204,843,255

出資金

合　　　計

1,800,000
貸付金

金銭債権

0
0

0

0

0

0
0

201,043,255
0

0

0
0

2,000,000
0

貸付金

2,000,000

0
2,000,000

区　分

合　　　計 204,843,255

（単位：円）

増減額令和３年度

0

0

（１）運用資産の構成

出資金

区　分
令和２年度 令和３年度

現金及び預金

1,800,000

0

2,000,000
0
0

2,000,000

（単位：円）

金　額
201,043,255

0

（２）運用資産の増減

0

現金及び預金
金銭の信託

78,081,057
113,960,000

0

0 0

0

7,703,056
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令和２年度
9,485

有価証券利息配当金 47,748
国債 0
地方債 0
社債 0
株式 47,748

0
0

57,233

令和２年度
0
0
0
0
0
0
0

0

金　額 構成比 構成比
有価証券 社債 0 － －

㈱商工中金　割引債券 0 0.0% 0.0%
株式 2,000,000 － －
㈱商工中金　株式 2,000,000 100.0% 100.0%

2,000,000 100.0% 100.0%

金銭の信託運用費

0

0

0

47,748
0
0

49,774

0
0

0

47,748

0
金　額

令和３年度

0

0

（単位：円）

区　分
支払利息

有価証券償還損

貸倒損失

0

合　　　計

合　　　計

区　分
令和２年度

2,000,000

2,000,000
2,000,000

（６）財産運用費用明細

（７）有価証券明細

（単位：円）

令和３年度
0
0

その他運用費用

0有価証券運用損
有価証券売却損

（５）利息および配当金収入明細（税引後）

合　　　計

貸付金利息

区　分
預金利息

出資配当金

（単位：円）

令和３年度
2,026

19



１年超 ３年超　 ５年超 ７年超 期間の定め

３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下 のないもの

国　債 0 0 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0 0 0

社  債 0 0 0 0 0 0 0

株　式 0 0 0 0 0 0 2,000,000

合　　　計 0 0 0 0 0 0 2,000,000

１年超 ３年超　 ５年超 ７年超 期間の定め

３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下 のないもの

国　債 0 0 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0 0 0

社　債 0 0 0 0 0 0 0

株　式 0 0 0 0 0 0 2,000,000

合　　　計 0 0 0 0 0 0 2,000,000

金融・保険業
　銀行業

合　　　計

（10）財産運用の時価評価
　　（１）売買目的有価証券の評価差損
　　　　　該当する有価証券は保有していません。
　　（２）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
　　　　　該当する有価証券は保有していません。

（11）貸付金明細（一般貸付）
　　　該当する貸付金はありません。

（12）貸付金明細（国内企業貸付）
　　　該当する貸付金はありません。

（13）リスク管理債権の状況
　　　該当する債権はありません。

合　計

（９）業種別保有株式

0

区　分

0

0

0

令和３年度末

１年以下 10年超

2,000,000

（８）有価証券残存期間別内訳

10年超

（単位：円）

（単位：円）

１年以下

令和２年度末
区　分

合　計

0

0

（14）債務者区分による債権の状況
　　　該当する債権はありません。

区　分
令和３年度末

金額

2,000,000

2,000,000

2,000,000

2,000,000

2,000,000

（単位：円）
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8．その他の諸表

期末簿価

前期末残高 当期末残高(Ａ) 当期償却損 累計額(Ｂ) Ａ－Ｂ

建　物 0 0 0 0 0

構築物 0 0 0 0 0

機械装置 0 0 0 0 0

車両運搬具 0 0 0 0 0

器具備品 120,555 120,555 0 60,277 60,278

小　計 120,555 0 0 0 0

0 0 0 0 0
74,984 74,984 0 0 74,984

195,539 195,539 0 132,610 135,262

※業務用固定資産とは、石川県中小企業共済共同組合が事業を行ううえで、必要な動産および不動産をいいます。

期末簿価

前期末残高 当期末残高（Ａ） 当期償却損 累計額（Ｂ） Ａ－Ｂ

建　物 0 0 0 0 0

構築物 0 0 0 0 0

機械装置 0 0 0 0 0

車両運搬具 0 0 0 0 0

器具備品 60,278 60,278 0 30,139 30,139

小　計 60,278 60,278 0 0 0

0 0 0 0 0
74,984 885,684 0 13,511 872,173

135,262 945,962 0 43,650 902,312

※業務用固定資産とは、石川県中小企業共済協同組合が事業を行ううえで、必要な動産および不動産をいいます。

当期減少額
123,000

0
0
0

当期減少額
69,000

0
0
0

減
価
償
却
資
産

土　地
無形固定資産

合　　　計

種　類
令和３年度

取　得　原　価 減　価　償　却

当期増加額 当期減少額

（単位：円）

0
0

0

0
0

0

0

（１）業務用固定資産明細
（単位：円）

種　類
令和２年度

取　得　原　価 減　価　償　却

減
価
償
却
資
産

土　地
無形固定資産

令和３年度
（単位：円）

（２）貸倒引当金明細
　　　貸倒引当金はありません。

（３）出資金および積立金明細

（４）一般管理費明細

出資金
利益準備金

区　分

特別積立金

当期増加額

0

0

0

繰越剰余金

区　分
期首残高
12,536,000
20,000,000
30,000,000

0

20,846,691

（単位：円）

令和２年度

0

0

0

期末残高

12,313,509

合　　　計

当期減少額

0

0

0

0

0

0

0

0
810,700

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0

12,444,000
20,000,000
35,000,000

期首残高 当期増加額 期末残高

（単位：円）

区　分
令和３年度

8,533,182

当期増加額
31,000

0
5,000,000

810,700

利益準備金 20,000,000 0 20,000,000
出資金 12,444,000 52,000 12,427,000

13,401,121 23,197,812
特別積立金 35,000,000 10,000,000 45,000,000

物件費
減価償却費
法人税等
合　計

繰越剰余金 9,796,691

令和２年度
人件費 0

41,155,434
43,650

6,776,200
47,975,284

40,868,976
60,277

6,531,700
47,460,953
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 　①普通責任準備金 (単位：円）

契約年度 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末
残　高 13,609,315 14,384,974 10,060,275
積立方式 初年度収支残高、未経過方式 初年度収支残高、未経過方式 初年度収支残高、未経過方式

積立率 100% 100% 100%

 　②異常危険準備金 (単位：円）

契約年度 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末
残　高 69,160,000 71,500,000 73,690,000
積立率 71.2% 76.5% 84.0%

　①傷害共済 (単位：円）

区　分 令和2年度 令和3年度 増加率
共済掛金 85,805,000 82,932,000 △ 0.03
共済金 20,117,100 20,686,400 0.03
損害率 23.4% 24.9% 0.06

保有契約件数 4,580 4,487 △ 0.02

　②自動車事故費用共済 (単位：円）

区　分 令和2年度 令和3年度 増加率
共済掛金 458,125 468,375 0.02
共済金 0 0 0.00
損害率 0.0% 0.0% 0.00

保有契約件数 65 64 △ 0.02

　①傷害共済 (単位：円）

令和2年度 令和3年度
新契約平均共済金額 3,755,760 3,860,000

　②自動車事故費用共済 (単位：円）

令和2年度 令和3年度
新契約平均共済金額 0 3,000,000

  ①傷害共済 (単位：円）

令和2年度 令和3年度
月払契約の新契約平均共済掛金 1,567 1,616

  ①自動車事故費用共済　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：円）

令和2年度 令和3年度
年払契約の新契約平均共済掛金 0 6,000

（９）解約失効率

(単位：円）

令和2年度 令和3年度
解約失効率 9.21% 7.84%

(単位：円）

令和2年度 令和3年度
解約失効率 13.85% 4.69%

※年度末現在契約件数と解約件数を基礎に算出
※計算式　解約件数(失効等含)÷令和3年度末現在契約件数×100

（５）責任準備金の残高、積立方式および積立率

（６）共済掛金、共済金および保有契約件数

（７）新契約平均共済金額

（８）月払・年払契約の新契約平均共済掛金

　①傷害共済

　①自動車事故費用共済
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　③未収再共済金

項　目 令和2年度 令和3年度
未収再共済金 133,800 261,650

（10）再共済の実施状況
　①再共済契約先
    全日本火災共済協同組合連合会
　②出再保険料のうち上位５社の出再先に集中している割合
　　令和3年4月末現在　100％

（単位：円）
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